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は 1911年 7月以降約 4万挺の各種試験枕木を各線に敷設し，同時に防腐試験を行った［鉄道院総
裁官房研究所 1917：43］。
　1918年 7月現在の総裁官房研究所の陣容をみた前掲表 2によると，技師 16名（うち 7名が兼務），
技手 14名，鉄道手 1名，雇 43名，事務系職員を含めて総勢 86名であり，これに傭人が加わった。
学歴の判明する技師 11名のうち 9名が東京帝大卒，1名が京都帝大卒，1名が東京高等工業学校卒
であった。表 4によると 18年の所員総数は 179名であり，そのうち傭人は 91名であった。技師・
技手を中心にして雇を補助者とする試験研究活動は所員の約半数を占める傭人によって支えられて
いたのである。また表 4に示されているように所員総数は 18年の 179名が 19年には 257名と一挙








種別 1907年度 1908年度 1909年度 1910年度 1911年度 1912年度 1913年度 1914年度 1915年度 1916年度 合計
セメント 1,953 3,310 7,858 5,960 3,099 3,357 2,866 4,436 2,196 2,944 37,979
砂 6 3 2 9 71 12 18 121
粘土 10 10 5 2 4 3 34
煉瓦 4 40 62 210 514 745 502 2,452 392 442 5,363
コンクリート 36 20 2 84 40 191 373
アスファルト 1 2 3
石材 7 21 88 76 66 19 32 57 366
鉱石 14 14
石炭 67 37 280 183 165 247 198 789 1,966
コークス 5 22 27
石炭アッシュ・
クリンカー 4 4
水 8 9 77 580 104 657 598 120 280 2,433
スケール 1 11 5 37 26 80
金属類 100 58 397 497 462 217 352 2,083
油類 6 16 461 584 464 860 955 500 474 4,320
塗料類 1 1 61 207 235 214 477 170 181 1,547
防水布 76 6 12 35 129
護謨類 2 10 33 897 1,365 927 1,021 4,255
織物類 245 314 324 262 369 228 573 2,315
薬品類 1 19 26 19 787 39 48 60 999
計器類（寒暖計・
比重計） 267 85 73 216 1,621 2,262
ゲージグラス 50 46 80 211 387








雑品 47 48 102 108 305








区分 身分 氏名 備考・兼務 卒業学校 専攻 卒業年
所長 技師 岡田　竹五郎 工学博士 土木 1890
参事 佐々木　安五郎
技師 丸尾　美穂 運輸局運輸課 東京帝大 機械 1899
技師 塚本　小四郎 東京帝大 機械 1899
技師 長屋　修吉 東京帝大 応用化学 1900
技師 井上　昱太郎 工作局電気課長
技師 秋山　正八 中管・大井工場長 東京帝大 機械 1902
技師 後藤　佐彦 工務局保線課 東京帝大 土木 1905
技師 米澤　政治郎 工作局電気課 東京帝大 電気 1907
技師 朝倉　希一 工作局車輌課 東京帝大 機械 1908
技師 勝守　莞二 東京帝大 電気 1907
技師 山田　彦一 経理局調度部炭材課 1912
技師 笠井　幹夫
技師 張　忠一 東京帝大 応用化学 1908
技師 野村　敬 京都帝大 製造化学 1908
技師 櫻井　争三
技師 桑原　謙次郎 東京工業学校 機械 1898
書記 6名
技手 國井　英二 東京高等工業 窯業 1905
技手 大澤　忠光 大阪高等工業 応用化学 1911
技手 須藤　五郎吉 東京高等工業 窯業 1906
技手 鈴木　澤郎
技手 天野　登一郎
















合計 86名 うち 7名兼務

















種別 1910年度 1911年度 1912年度 1913年度 1914年度 1915年度 1916年度 合計
軌条 2 9 8 5 24
輪鉄 11 8 1 3 49 72
車軸 13 1 5 2 5 6 2 34
連結器 5 13 11 4 2 35
汽缶鈑 13 3 16
弾機及其材料 10 10 30 19 45 114
車輌構成部分品 6 7 4 6 16 39
計器具（圧力計） 1 20 25 29 75
電気用品 5 4 21 6 36
信号機及其附属品 1 13 6 20
一般器具 2 2 6 29 19 58
焔管類 2 4 19 23 9 5 62
銅管，鉄管，鉛管，ホース類 11 2 69 82
硝子管 114 7 26 54 201
鉄線鋼針金鎖類 4 20 17 36 77
調帯及麻綱類 5 11 3 15 47 81
硬鋼材 7 27 7 16 23 4 84
軟鋼材 29 42 90 79 53 50 101 444
鉄材 4 10 49 14 3 14 94
鋳鋼類 14 21 2 37
鋳銑鉄類 2 16 25 15 1 59
銅，錫，鉛，亜鉛及合金類 9 33 24 11 12 89
緩磨材 9 17 22 39 87
護謨類 13 22 33 68
建築材料 4 4 13 21 42
雑 8 19 27






究所 1928：3］。各科には科長がおかれ，科の担当分野を細分して室とした。さらに 35年 1月には
第二科から分離して「鉄道車輌に関する調査研究」を行う第六科が新設され，第四科には新たに土
質に関する調査研究業務が追加された［鉄道技術研究所五十年史刊行委員会 1957：6―7］。
　また本庁舎が狭隘化しあっため 1932年 7月には木造二階造延建 120坪の新館建築に着手し 9月
に竣工した。続いて 37年 3月に木造二階造延建 153坪の新館増築に着手し 5月に竣工した［鉄道
省大臣官房研究所 1938：3］。
　表 5にあるように行政整理によって 1926年には技師は 5名減少して 12名となったが，表 6に示
されているように 2年後の 28年には技師は 20名，技手は 66名に増員されている。官房研究所に



























術 傭 嘱託 合計
1907 1 4 1 4 3 16 9 38
12 1 3 3 9 3 13 19 51
13 1 1 3 7 15 10 24 52 113
14 1 2 2 6 13 6 29 56 115
15 1 1 7 6 11 5 28 58 117
16 1 6 5 15 8 28 64 127
17 1 1 7 6 15 2 6 34 67 139
18 1 1 7 5 18 2 7 47 91 179
19 1 11 9 47 2 13 92 82 257
1920 1 12 9 47 15 92 83 259
28 1 19 66 94 26 3 209
1932 1 18 7 70 109 68 7 280
35 1 19 8 80 121 57 8 294
36 1 23 9 87 107 96 9 332
37 1 22 10 91 98 96 7 325
38 1 22 10 100 102 88 10 333
39 1 23 11 111 94 81 9 330
1940 1 23 11 111 90 85 9 330
41 2 2 24 2 14 127 4 220 91 10 496
42 2 2 28 1 13 130 9 259 69 6 519
43 2 30 1 10 116 206 103 7 475
44 2 2 29 5 122 22 141 57 5 385













鉄道用品の化学的試験並研究調査 3 1 化学試験 5
鉄道用品の理学的試験並研究調査 2 2 理学試験 5
電気用品の試験並研究調査 2 1 電気試験 7
運転（大井試験所を含む）並土木に関する試験並
研究調査
2 2 運転及土木試験 7
木材に関する研究調査 1 木材試験 1
橋梁並鉄構に関する設計調査 2 2 橋梁鉄構設計 5
製作監督並橋梁監査 1 1 製作監督橋梁監査 4
転轍器並軌道に関する設計調査 1 1 転轍器軌道設計 4
信号並制動機に関する設計調査 1 1 信号制動機設計 2
特殊設計調査並石工その他 2 1 特殊設計調査石工その他 2
合計 17 12 合計 42
［出所］　 鉄道省「高等官配置表」1926，鉄道省「鉄道省判任官配置表」1926，および鉄道省「官房研究所技師定員整
理前トノ比較」1927。
表 6　鉄道大臣官房研究所所員数（1928年 9月 1日現在）
 （人）
科別 部門 技師 技手 雇 傭人 計 嘱託
第 1科 鉄道用品の化学的試験並研究 4 6 17 12 39 1
鉄道用燃料に関する試験並研究 1 3 5 3 12
鉄道用木材に関する試験並研究 4 2 1 7 1
第 2科 鉄道用金属材料その他の理学的試験並研究 3 5 13 1 22 1
鉄道車輌に関する試験並研究及鉄道用燃料の 2 10 10 4 26
試焚減摩油に関する試験並研究
第 3科 鉄道電気用品の物理的試験並研究 1 3 5 9
鉄道電気用品の化学的試験並研究 1 3 2 2 8
鉄道電気用品の機械的試験並研究 2 4 2 2 10
第 4科 橋梁の設計並調査研究及製作監督 3 13 22 1 39
軌道の定規類の設計並調査研究及製作監督 1 6 5 12
その他の構造物の設計並調査研究及製作監督 1 4 5 10
第 5科 信号保安装置に関する試験研究及製作監督 1 5 6 12





















は年 1回開催であったが，25年春の第 4回車輌研究会から基本的に年 2回開催となり，42年まで























































究所の所員は 1932年 280名，35年 294名と昭和恐慌期，さらに景気回復期にも目立った増員はなく，









表 7　大臣官房研究所の技術者（1934年 8月 15日現在）
区分 氏名 出身校・学部 専攻 卒業年
所長 山田　隆二 東大・工 土木 1911
第１科・科長 張　忠一 東大・工 応化 1908
第１科・技師 吉田　謹平 東大・工 応化 1914
〃 天野　登一郎 東大・農 林学 1916
〃 数賀山　兼寛
〃 野澤　房敏 東北大・理 化学 1917
〃 廣瀬　誠一 東大・工 応化 1919
〃 松波　秀利 京大・工 採鉱冶金 1921
〃 中村　忠雄 東大・農 林学 1924
〃 田村　隆 東北大・工 化工 1914
〃・技手 浅井　稜威夫 明専 応化 1915
〃 永井　知二 早大・理工 化学 1920
〃 大澤　禎郎 米澤高工 応化 1919
〃 佐藤　貞吉 仙台高工 土木 1929
〃 林　和雄
〃 紀太　禮亮 米澤高工 応化 1925
〃 松下　寛 大阪高工 採鉱冶金 1923
〃 森政　保
〃 常山　源太郎 東工大 応化 1929
〃 杉山　忠 浜松高工 応化 1926
〃 西村　孝作 東京高工 応化 1925
〃 若林　一三
第２科・科長 山田　隆二 東大・工 土木 1911
第２科・技師 藤田　敬二 東大・工 機械 1911
〃 鈴木　益廣 東北大・理 物理 1921
〃 池田　正二 東北大・工 機械 1923
〃 武蔵　倉治 東北大・工 機械 1923
〃 柴田　晴彦 東大・工 造兵 1924
第２科・技手 木村　芳太郎 早大・理工 機械 1917
〃 若杉　松三郎
〃 石田　求 東北大・工 金属 1928
〃 久保　正気 早大・理工 機械 1924
〃 千葉　孔
〃 大岩　藤造 金沢高工 機械 1928
〃 鯉淵　正夫 東京高工 電化 1928
〃 小林　彦五郎
〃 国枝　與四次郎 日大高工 機械 1932
第３科・科長 中山　久雄 東大・工 電気 1913
第３科・技師 服部　定一 東北大・理 物理 1923
〃 中村　静雄 九大・工 電気 1927
〃・技手 平岡　眞三
〃 花村　謙介 東京高工 電気 1918
〃 佐々木　惣平
〃 三浦　義麿
〃 郷　功 神戸高工 電気 1916
〃 廣川　愿ニ









〃 竹井　光男 横浜高工 電化 1927
〃 山本　安也
第４科・科長 沼田　政矩 東大・工 土木 1919
第４科・技師 中原　壽一郎 九大・工 土木 1921
〃 渡邊　貫 東大・理 地質 1923
〃 稲葉　権兵衛 東大・工 土木 1923





〃 田部　正志 熊本高工 土木 1923
〃 大津　寛 熊本高工 土木 1924




〃 木村　公道 東京高工 建築 1929
〃 鈴木　喜雄









第５科・科長 澤　文三郎 東大・理 物理 1907
〃・技手 堀江　秀雄
〃 國枝　周一










　こうした状況のなかで 1937年 6月 7日に各科の技師から構成される技師会が誕生した。設立時
の技師会には第一科では技師 8名中 5名と技手 1名，第二科では技師 5名中 4名，第三科では技師
3名全員と技手 1名，第 4科では技師 6名全員，第 5科では技師 2名中 1名，第 6科では技師 2名





























うち 2名は田中豊および松山教一第 4科技手），第一実験室（4名，うち 2名は窪田吾郎第 4科技
手および秦龍人第 4科雇），および第二実験室（4名，うち 1名は石原呉郎第 4科技手）で行われた。
土質調査委員会は基礎的研究に一応の結論を得て 36年に解散したが，官房研究所ではその後も土









































































































人から雇員への昇格が進んだため，総勢 490名（うち嘱託 19名）の研究所でも雇員 234名，技手
129名がもっとも多く，部別では第二部の 86名，第四部の 83名が大規模な陣容であった。43年度
の定員は技師 32名，技手 161名であり，8月現在では技師は 5名の定員超過，技手は 32名の定員
不足であった。そこで研究所では 44年度の増員計画において属 5名および技手 30名の定員増を予
定していた［運輸通信省鉄道総局 1944］。
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　一方 1938年 3月時点の各科別所員数は第一科 81名，第二科 36名，第三科 32名，第四科 67名，
第五科 10名，第六科 37名であった［鉄道省大臣官房研究所 1938：7］。そこで表 9の 43年 8月時
点の第一部と 38年 3月時点の第六科の人数を比較すると 4名増，第二部と第四科では 17名増，第






技師 事務官 属 技手 雇員 傭人 嘱託 合計
所長 1 1
第一部 6 17 18 41
第二部 9 23 42 9 3 86
第三部 1 9 7 17
第四部 9 23 49 2 83
第五部 5 19 30 1 1 56
第六部 6 21 30 57
庶務課 1 14 2 36 38 15 106
試作工場 15 22 6 43
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戦前期国有鉄道における研究所の役割
沢　井　　　実
要　　旨
　戦前日本の国有鉄道における試験研究機関は帝国鉄道庁の鉄道調査所，鉄道院の鉄道試験所，総裁
官房研究所，鉄道省の大臣官房研究所，鉄道技術研究所と変遷した。当初は鉄道で使用するセメント，
石炭などの資材の試験検査業務が主体であったが，橋梁，構造物などの設計業務が加わり，さらに研
究所本来の研究業務が次第にその比重を高めた。しかし大学などの学術研究機関とは異なり，官立研
究所として国有鉄道という現業部門のために存在することを要請された研究所では常に基礎研究の推
進と現場から提起されるさまざまな実践的課題との調整に留意しなければならなかった。
　現場との距離が遠くなれば研究のための研究に何の価値があるのかと批判され，現場に埋没してし
まえば研究所としての息の長い基礎研究が難しくなるという困難な場所に研究所はいた。そうした研
究所が研究機関としての方向性を見出すうえで車輌研究会の役割は大きかった。車輌研究会では現場
から提起される簡単には結論の出ない難しい課題に対して特別委員会が組織され，長期的な検討が行
われた。現場から提起された課題に関する研究の成果がふたたび現場でテストされるという好循環の
なかで研究所の価値が鉄道省の内外に広く認知されるようになり，そのことが研究所に進むべき明確
な方向性を付与したのである。
